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豊明市附属機関設置条例（平成２６年豊明市条例第３４号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○豊明市附属機関設置条例 ○豊明市附属機関設置条例 

平成２６年６月２７日 平成２６年６月２７日 

条例第３４号 条例第３４号 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 
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現行 

執行機関 附属機関 担任事務 委員の定数 

市長 補助金等検討委員会 補助金等の適正化についての審査検討に関する事務 ５人以内 

男女共同参画懇話会 男女共同参画社会の実現に向けた基本計画の策定及び改定その他

男女共同参画の推進についての調査審議に関する事務 

１２人以内 

外国籍市民施策懇話会 外国籍市民が抱える問題を把握し、それに対する施策の方針策定

についての調査審議に関する事務 

９人以内 

市民提案型まちづくり事業交付金審査会 市民提案型まちづくり事業交付金の交付対象事業の審査に関する

事務 

５人以内 

障害者福祉計画等策定・推進委員会 障害福祉計画を策定し、障害者に関する施策の総合的かつ計画的

な検討及び推進に関する事務 

１５人以内 

地域福祉計画推進委員会 地域住民、地域団体等との協働により、豊明市地域福祉計画の推

進についての調査審議に関する事務 

１２人以内 

障害者地域自立支援協議会 地域の障害福祉に関するシステム等について協議を行うととも

に、障害者相談支援事業の推進に関する事務 

１５人以内 

高齢者福祉計画策定・推進委員会 高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の策定・推進についての調

査審議に関する事務 

２０人以内 

高齢者・障がい者虐待防止連絡協議会 高齢者虐待及び障がい者虐待防止のための取り組み、虐待を受け

た者及びその養護者に対する支援についての調査審議に関する事

務 

２０人以内 



 

3/6 

福祉有償運送運営協議会 特定非営利活動法人等によるボランティア輸送としての有償輸送

についての調査審議に関する事務 

１１人以内 

地域包括ケア連絡協議会 地域包括ケアシステム構築についての調査審議に関する事務 １５人以内 

老人ホーム入所判定委員会 老人ホームへの適正な入所措置についての審査に関する事務 ５人以内 

子ども・子育て会議 子ども・子育て支援事業計画策定及び幼児期の学校教育や保育、

地域の子育て支援についての審議に関する事務 

２０人以内 

要保護児童対策地域協議会 要保護児童等への適切な保護及び支援対策推進についての審議に

関する事務 

２０人以内 

予防接種健康被害調査委員会 豊明市の行う予防接種に係る健康被害についての調査審議に関す

る事務 

８人以内 

地域農政特別対策事業推進協議会 地域農政特別対策事業の計画の策定及び事業の実施についての調

査審議及び現地協議に関する事務 

１８人以内 

人・農地プラン検討会 地域の中心となる経営体の確保や経営体への農地集積のプランに

ついての審査検討に関する事務 

１５人以内 

都市計画マスタープラン策定委員会 都市計画の基本的な方針である豊明市都市計画マスタープランの

策定についての調査審議に関する事務 

２０人以内 

新エネルギー推進委員会 新エネルギー推進計画の策定及び推進についての調査審議に関す

る事務 

１５人以内 

教育委員会 いじめ問題対策連絡協議会 いじめ防止等の対策についての機関の連携に関する事務 １５人以内 

市史編さん委員会 豊明市史の編さん、刊行についての調査審議に関する事務 ５２人以内 
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青少年健全育成推進員会議 青少年健全育成活動の推進についての審議に関する事務 ６人以内 

放課後子ども教室運営委員会 放課後子ども教室事業の運営に関する重要な事項についての審議

に関する事務 

１０人以内 

福祉体育館運営協議会 福祉体育館（中央児童館、老人福祉センターを含む。）各事業に

ついての審議に関する事務 

１５人以内 

スポーツ賞表彰審査委員会 スポーツの向上に貢献し、優秀な成績を収めた者で具申のあった

ものについての審査に関する事務 

１０人以内 

文化会館運営協議会 文化会館の運営に関する重要な事項についての審議に関する事務 １０人以内 

 

改正後（案） 

執行機関 附属機関 担任事務 委員の定数 

市長 補助金等検討委員会 補助金等の適正化についての審査検討に関する事務 ５人以内 

男女共同参画懇話会 男女共同参画社会の実現に向けた基本計画の策定及び改定その他

男女共同参画の推進についての調査審議に関する事務 

１２人以内 

外国籍市民施策懇話会 外国籍市民が抱える問題を把握し、それに対する施策の方針策定

についての調査審議に関する事務 

９人以内 

市民提案型まちづくり事業交付金審査会 市民提案型まちづくり事業交付金の交付対象事業の審査に関する

事務 

５人以内 

障害者福祉計画等策定・推進委員会 障害福祉計画を策定し、障害者に関する施策の総合的かつ計画的

な検討及び推進に関する事務 

１５人以内 
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地域福祉計画推進委員会 地域住民、地域団体等との協働により、豊明市地域福祉計画の推

進についての調査審議に関する事務 

１２人以内 

障害者地域自立支援協議会 地域の障害福祉に関するシステム等について協議を行うととも

に、障害者相談支援事業の推進に関する事務 

１５人以内 

高齢者福祉計画策定・推進委員会 高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の策定・推進についての調

査審議に関する事務 

２０人以内 

高齢者・障がい者虐待防止連絡協議会 高齢者虐待及び障がい者虐待防止のための取り組み、虐待を受け

た者及びその養護者に対する支援についての調査審議に関する事

務 

２０人以内 

福祉有償運送運営協議会 特定非営利活動法人等によるボランティア輸送としての有償輸送

についての調査審議に関する事務 

１１人以内 

地域包括ケア連絡協議会 地域包括ケアシステム構築についての調査審議に関する事務 １５人以内 

老人ホーム入所判定委員会 老人ホームへの適正な入所措置についての審査に関する事務 ５人以内 

子ども・子育て会議 子ども・子育て支援事業計画策定及び幼児期の学校教育や保育、

地域の子育て支援についての審議に関する事務 

２０人以内 

要保護児童対策地域協議会 要保護児童等への適切な保護及び支援対策推進についての審議に

関する事務 

２０人以内 

予防接種健康被害調査委員会 豊明市の行う予防接種に係る健康被害についての調査審議に関す

る事務 

８人以内 

地域農政特別対策事業推進協議会 地域農政特別対策事業の計画の策定及び事業の実施についての調 １８人以内 
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査審議及び現地協議に関する事務 

人・農地プラン検討会 地域の中心となる経営体の確保や経営体への農地集積のプランに

ついての審査検討に関する事務 

１５人以内 

都市計画マスタープラン策定委員会 都市計画の基本的な方針である豊明市都市計画マスタープランの

策定についての調査審議に関する事務 

２０人以内 

教育委員会 いじめ問題対策連絡協議会 いじめ防止等の対策についての機関の連携に関する事務 １５人以内 

市史編さん委員会 豊明市史の編さん、刊行についての調査審議に関する事務 ５２人以内 

青少年健全育成推進員会議 青少年健全育成活動の推進についての審議に関する事務 ６人以内 

放課後子ども教室運営委員会 放課後子ども教室事業の運営に関する重要な事項についての審議

に関する事務 

１０人以内 

福祉体育館運営協議会 福祉体育館（中央児童館、老人福祉センターを含む。）各事業に

ついての審議に関する事務 

１５人以内 

スポーツ賞表彰審査委員会 スポーツの向上に貢献し、優秀な成績を収めた者で具申のあった

ものについての審査に関する事務 

１０人以内 

文化会館運営協議会 文化会館の運営に関する重要な事項についての審議に関する事務 １０人以内 
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豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和47年条例第31号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

別表(第 2 条、第 5 条関係) 別表(第 2 条、第 5 条関係) 

 

区分 報酬額（単位 円） 費用弁償の額 

教育委員会委員 月額 ４５，０００ 旅費条例による副

市長相当額 選挙管理委員会委員長 月額 １７，２００ 

選挙管理委員会委員 月額 １４，８００ 

公平委員会委員 １回 ７，２００ 

ただし、会議の時間が４時間以内

の場合 ５，０００ 

監査委員（識見を有する

者） 

月額 ７６，４００ 

監査委員（議会選出） 月額 ３２，１００ 

農業委員会会長 月額 ２３，６００ 

農業委員会会長代理 月額 ２１，６００ 

農業委員会委員 月額 ２０，６００ 

農地利用最適化推進委

員 

月額 ２０，６００ 

固定資産評価審査委員 １回 ７，２００ 

 

区分 報酬額（単位 円） 費用弁償の額 

教育委員会委員 月額 ４５，０００ 旅費条例による副

市長相当額 選挙管理委員会委員長 月額 １７，２００ 

選挙管理委員会委員 月額 １４，８００ 

公平委員会委員 １回 ７，２００ 

ただし、会議の時間が４時間以内

の場合 ５，０００ 

監査委員（識見を有する

者） 

月額 ７６，４００ 

監査委員（議会選出） 月額 ３２，１００ 

農業委員会会長 月額 ２３，６００ 

農業委員会会長代理 月額 ２１，６００ 

農業委員会委員 月額 ２０，６００ 

農地利用最適化推進委

員 

月額 ２０，６００ 

固定資産評価審査委員 １回 ７，２００ 
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会委員 ただし、会議の時間が４時間以内

の場合 ５，０００ 

職員懲戒審査委員会委

員 

１回 ７，２００ 

ただし、会議の時間が４時間以内

の場合 ５，０００ 

選挙長 選挙１回につき １４，９００ 旅費条例による８

級職相当額 投票管理者 選挙１回につき １４，９００ 

期日前投票所の投票管

理者 

日額１２，３００以内において市

長が定める額 

開票管理者 選挙１回につき １４，９００ 

投票立会人 日額１４，４００以内において市

長が定める額 

期日前投票所の投票立

会人 

日額１２，０００以内において市

長が定める額 

不在者投票施設外部立

会人 

日額１０，７００以内において市

長が定める額 

開票立会人 選挙１回につき １３，７００ 

選挙立会人 選挙１回につき １３，７００ 

産業医 月額 ５０，９００ 

区長 年額 ３０４，８５０ 

会委員 ただし、会議の時間が４時間以内

の場合 ５，０００ 

職員懲戒審査委員会委

員 

１回 ７，２００ 

ただし、会議の時間が４時間以内

の場合 ５，０００ 

選挙長 選挙１回につき １４，９００ 旅費条例による８

級職相当額 投票管理者 選挙１回につき １４，９００ 

期日前投票所の投票管

理者 

日額１２，３００以内において市

長が定める額 

開票管理者 選挙１回につき １４，９００ 

投票立会人 日額１４，４００以内において市

長が定める額 

期日前投票所の投票立

会人 

日額１２，０００以内において市

長が定める額 

不在者投票施設外部立

会人 

日額１０，７００以内において市

長が定める額 

開票立会人 選挙１回につき １３，７００ 

選挙立会人 選挙１回につき １３，７００ 

産業医 月額 ５０，９００ 
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副区長 年額 １５５，２００ 

審理員（行政不服審査法

による者） 

日額 １０，０００ 

行政不服審査会委員 日額 １０，０００ 

統計調査員 国又は県が定める額 

福祉事務所嘱託医 月額 ６０，０００ 旅費条例による８

級職相当額 園医 年額５５３，０００以内において

市長が定める額 

園歯科医 年額２８４，０００以内において

市長が定める額 

心身障害児通園施設嘱

託医 

年額 １１５，０００ 

１時間 ３８，２００ 

心身障害児通園施設嘱

託歯科医 

年額 １１５，０００ 

１時間 ３８，２００ 

老人福祉センター健康

相談医 

１時間 ３８，２００ 

巡回支援専門員 １回 ５，０００ 旅費条例による３

級職相当額 

介護認定審査会委員 １回 ２０，０００ 旅費条例による８

級職相当額 地域包括ケア連絡協議 １回 １０，０００ 

  

 

 

 

行政不服審査会委員 日額 １０，０００ 

統計調査員 国又は県が定める額 

福祉事務所嘱託医 月額 ６０，０００ 

園医 年額５５３，０００以内において

市長が定める額 

園歯科医 年額２８４，０００以内において

市長が定める額 

心身障害児通園施設嘱

託医 

年額 １１５，０００ 

１時間 ３８，２００ 

心身障害児通園施設嘱

託歯科医 

年額 １１５，０００ 

１時間 ３８，２００ 

 

 

 

 

 

 

介護認定審査会委員 １回 ２０，０００ 

地域包括ケア連絡協議 １回 １０，０００ 
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会委員 

老人ホーム

入所判定委

員会委員 

医師 １回 ２０，０００ 

老人福祉

施設の長 

１回 １０，０００ 

障害程度区分認定審査

会委員 

１回 ２０，０００ 

ただし、審査件数が７件以下の場

合 １３，０００ 

予防接種医 年額 ２０，０００ 

１時間 ３８，２００ 

母子保健嘱託医 年額 ４４，８００ 

１時間 ３８，２００ 

乳幼児歯科健診医 １時間 ３８，２００ 

成人・老人医科歯科健診

医 

１時間 ３８，２００ 

保健センター管理者 月額 ２８，１００ 

休日診療所診療所長 月額 ２８，１００ 

休日診療所副診療所長 月額 ２４，０００ 

休日診療所嘱託医 日額 １４４，７５０以内 

休日診療所薬剤師 日額 ４９，５００以内 

休日診療所嘱託員 １勤務日（休日診療勤務日及び翌旅費条例による３

会委員 

老人ホーム

入所判定委

員会委員 

医師 １回 ２０，０００ 

老人福祉

施設の長 

１回 １０，０００ 

障害程度区分認定審査

会委員 

１回 ２０，０００ 

ただし、審査件数が７件以下の場

合 １３，０００ 

予防接種医 年額 ２０，０００ 

１時間 ３８，２００ 

母子保健嘱託医 年額 ４４，８００ 

１時間 ３８，２００ 

乳幼児歯科健診医 １時間 ３８，２００ 

成人・老人医科歯科健診

医 

１時間 ３８，２００ 

保健センター管理者 月額 ２８，１００ 

休日診療所診療所長 月額 ２８，１００ 

休日診療所副診療所長 月額 ２４，０００ 
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日等の報告日をいう。） １８，

８００ 

級職相当額 

市街地整備アドバイザ

ー 

１回 ２５，６００ 

消防団長 年額 ２２３，９００ 旅費条例による８

級職相当額 消防副団長 年額 １７６，１００ 

消防分団長 年額 １０１，８００ 

消防副分団長 年額 ６９，７００ 

消防部長・班長 年額 ４４，２００ 

消防団員 年額 ４１，２００ 

学校医 内科、外科年額 

１ 基本額 ２７５，０００ 

２ 人数割１人 １，３５０ 

３ 管理料 １５０，０００ 

４ 就学時健康診断 ２８，００

０ 

ただし、基本額及び人数割につい

ては、担当医の人数で除した金額

眼科 年額 

１ 基本額 ２７５，０００ 

 

 

市街地整備アドバイザ

ー 

１回 ２５，６００ 旅費条例による３

級職相当額 

消防団長 年額 ２２３，９００ 旅費条例による８

級職相当額 消防副団長 年額 １７６，１００ 

消防分団長 年額 １０１，８００ 

消防副分団長 年額 ６９，７００ 

消防部長・班長 年額 ４４，２００ 

消防団員 年額 ４１，２００ 

学校医 内科、外科年額 

１ 基本額 ２７５，０００ 

２ 人数割１人 １，３５０ 

３ 管理料 １５０，０００ 

４ 就学時健康診断 ２８，００

０ 

ただし、基本額及び人数割につい

ては、担当医の人数で除した金額

眼科 年額 

１ 基本額 ２７５，０００ 
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２ 人数割１人 １８９ 

３ 管理料 １５，０００ 

耳鼻咽喉

科 

年額 

１ 基本額 ２７５，０００ 

２ 人数割１人 １８９ 

３ 管理料 １５，０００ 

衛生管理医 １回 ２０，０００ 

適応指導専門医 １回 ２０，０００ 

学校歯科医 年額 

１ 基本額 ２７５，０００ 

２ 人数割１人 ５２７ 

３ 管理料 １５，０００ 

４ 就学時健康診断 ２８，００

０ 

学校薬剤師 年額 １１７，０００ 

いじめ等に関する重大

事態発生時調査委員会

委員 

 

日額 ２０，０００ 

青少年健全育成推進員 年額 ２１，０００ 旅費条例による８

２ 人数割１人 １８９ 

３ 管理料 １５，０００ 

耳鼻咽喉

科 

年額 

１ 基本額 ２７５，０００ 

２ 人数割１人 １８９ 

３ 管理料 １５，０００ 

衛生管理医 １回 ２０，０００ 

適応指導専門医 １回 ２０，０００ 

学校歯科医 年額 

１ 基本額 ２７５，０００ 

２ 人数割１人 ５２７ 

３ 管理料 １５，０００ 

４ 就学時健康診断 ２８，００

０ 

学校薬剤師 年額 １１７，０００ 

いじめ等に関する重大

事態発生時調査委員会

委員 

日額 ２０，０００ 

学校運営協議会委員 １回 １，２５０ 

青少年健全育成推進員 年額 ２１，０００ 
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級職相当額 

上記以外の附属機関の

委員その他の構成員 

１回 ７，２００ 

ただし、会議の時間が４時間以内

の場合 ５，０００ 

旅費条例による８

級職相当額 

 

上記以外の附属機関の

委員その他の構成員 

１回 ７，２００ 

ただし、会議の時間が４時間以内

の場合 ５，０００ 
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豊明市国民健康保険税条例（昭和４７年豊明市条例第４６号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（課税額） （課税額） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除

く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した

所得割額及び資産割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の

合算額とする。ただし、当該合算額が５８万円を超える場合において

は、基礎課税額は、５８万円とする。 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除

く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した

所得割額            並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の

合算額とする。ただし、当該合算額が６１万円を超える場合において

は、基礎課税額は、６１万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項

の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につき算定した所

得割額及び資産割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合

算額とする。ただし、当該合算額が１９万円を超える場合において

は、後期高齢者支援金等課税額は、１９万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項

の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につき算定した所

得割額            並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合

算額とする。ただし、当該合算額が１９万円を超える場合において

は、後期高齢者支援金等課税額は、１９万円とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者であ

る世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する介護

納付金課税被保険者につき算定した所得割額及び資産割額並びに被保

険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算

額が１６万円を超える場合においては、介護納付金課税額は、１６万

円とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者であ

る世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する介護

納付金課税被保険者につき算定した所得割額            並びに被保

険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算

額が１６万円を超える場合においては、介護納付金課税額は、１６万

円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る所得割額） （国民健康保険の被保険者に係る所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に 第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に
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係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第

３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額

から同条第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得

金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）に１０

０分の５．９５を乗じて算定する。 

係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第

３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額

から同条第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得

金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）に１０

０分の６．０５を乗じて算定する。 

２ （略） ２ （略） 

（国民健康保険の被保険者に係る資産割額） 

第４条 第２条第２項の資産割額は、当該年度分の固定資産税額のうち

土地及び家屋に係る部分の額に１００分の７．２を乗じて算定する。 

 

（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） 

第５条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について２

０，９００円とする。 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について２

２，３００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額） （国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額） 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８

号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を

喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以

下同じ。）と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同

日の属する月（以下この号において「特定月」という。）以後５年

を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。）をいう。次号、第７条の３及び第２３条において

同じ。）及び特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属

（１） 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８

号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を

喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以

下同じ。）と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同

日の属する月（以下この号において「特定月」という。）以後５年

を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。）をいう。次号、第８条    及び第２３条において

同じ。）及び特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属
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する被保険者が属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の

翌月から特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該世

帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。第３号、第７条

の３及び第２３条において同じ。）以外の世帯 ２０，９００円 

する被保険者が属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の

翌月から特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該世

帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。第３号、第８条

    及び第２３条において同じ。）以外の世帯 ２０，９００円 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割

額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割

額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得

に係る基礎控除後の総所得金額等に１００分の１．７５を乗じて算定

する。 

第６条 第２条第３項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得

に係る基礎控除後の総所得金額等に１００分の１．８  を乗じて算定

する。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の資産割

額） 

第７条 第２条第３項の資産割額は、当該年度分の固定資産税額のう

ち、土地及び家屋に係る部分の額に１００分の１．８を乗じて算定す

る。 

 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額） 

第７条の２ 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人につい

て５，８００円とする。 

第７条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について

６，５００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別

平等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別

平等割額） 

第７条の３ 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第８条 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 
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（１） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ５，７００円 （１） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ５，８００円 

（２） 特定世帯 ２，８５０円 （２） 特定世帯 ２，９００円 

（３） 特定継続世帯 ４，２７５円 （３） 特定継続世帯 ４，３５０円 

（介護納付金課税被保険者に係る所得割額） （介護納付金課税被保険者に係る所得割額） 

第８条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基

礎控除後の総所得金額等に１００分の１．４を乗じて算定する。 

第９条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基

礎控除後の総所得金額等に１００分の１．５を乗じて算定する。 

（介護納付金課税被保険者に係る資産割額） 

第９条 第２条第４項の資産割額は、介護納付金課税被保険者に係る当

該年度分の固定資産税額のうち、土地及び家屋に係る部分の額に１０

０分の０．８を乗じて算定する。 

 

（介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） （介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） 

第９条の２ 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保

険者１人について６，７００円とする。 

第１０条 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険

者１人について７，４００円とする。 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） （介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） 

第９条の３ 第２条第４項の世帯別平等割額は、１世帯について４，５

００円とする。 

第１１条 第２条第４項の世帯別平等割額は、１世帯について４，７０

０円とする。 

（賦課期日） （賦課期日） 

第１０条 （略） 第１２条 （略） 

（徴収の方法） （徴収の方法） 

第１１条 国民健康保険税は、第１４条、第１８条及び第１９条の規定

によって特別徴収の方法による場合を除くほか、普通徴収の方法によ

って徴収する。 

第１３条 国民健康保険税は、第１６条、第２０条及び第２１条の規定

によって特別徴収の方法による場合を除くほか、普通徴収の方法によ

って徴収する。 
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（納期） （納期） 

第１２条 （略） 第１４条 （略） 

（納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） （納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） 

第１３条 国民健康保険税の賦課期日後に納税義務が発生した者には、

その発生した日の属する月から月割をもって算定した第２条第１項の

額（第２３条の規定による減額が行われた場合には、この条の国民健

康保険税の額とする。以下次項において  同じ。）を課する。 

第１５条 国民健康保険税の賦課期日後に納税義務が発生した者には、

その発生した日の属する月から月割をもって算定した第２条第１項の

額（第２３条の規定による減額が行われた場合には、同条  の国民健

康保険税の額とする。以下この条において同じ。）を課する。 

２ 前項の賦課期日後に納税義務が消滅した者には、その消滅した日

（国民健康保険法第６条第１号から第８号までのいずれかに該当する

ことにより納税義務が消滅した場合において、その消滅した日が月の

初日であるときは、その前日）の属する    前月まで月割をもって算

定した第２条第１項の額を課する。 

２ 前項の賦課期日後に納税義務が消滅した者には、その消滅した日

（国民健康保険法第６条第１号から第８号までのいずれかに該当する

ことにより納税義務が消滅した場合において、その消滅した日が月の

初日であるときは、その前日）の属する月の前月まで月割をもって算

定した第２条第１項の額を課する。 

３ 第１項の賦課期日後に第１条第２項の世帯主（以下本条までにおい

て「２項世帯主」という。）である国民健康保険税の納税義務者が同

条第１項の世帯主（以下次項までにおいて「１項世帯主」という。）

となった場合には、当該１項世帯主となった日を第１項の賦課期日と

みなして算定した当該納税義務者に係る第２条第１項の額から当該１

項世帯主となった者を２項世帯主とみなして算定した当該納税義務者

に係る同項の額を控除した残額を、当該１項世帯主となった日の属す

る月から、月割をもって当該納税義務者に課する。 

３ 第１項の賦課期日後に第１条第２項の世帯主（以下次項までにおい

て「２項世帯主」という。）である国民健康保険税の納税義務者が同

条第１項の世帯主（以下次項までにおいて「１項世帯主」という。）

となった場合には、当該１項世帯主となった日を第１項の賦課期日と

みなして算定した当該納税義務者に係る第２条第１項の額から当該１

項世帯主となった者を２項世帯主とみなして算定した当該納税義務者

に係る同項の額を控除した残額を、当該１項世帯主となった日の属す

る月から、月割をもって当該納税義務者に課する。 

４ 第１項の賦課期日後に１項世帯主である国民健康保険税の納税義務

者が２項世帯主となった場合には、当該２項世帯主となった日を同項

の賦課期日とみなして算定した当該納税義務者に係る第２条第１項の

４ 第１項の賦課期日後に１項世帯主である国民健康保険税の納税義務

者が２項世帯主となった場合には、当該２項世帯主となった日を同項

の賦課期日とみなして算定した当該納税義務者に係る第２条第１項の
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額を当該２項世帯主となった者を１項世帯主とみなして算定した当該

納税義務者に係る同項の額から控除した残額を、当該２項世帯主とな

った日（国民健康保険法第６条第１号から第５号までのいずれかに該

当することにより２項世帯主となった場合において、当該２項世帯主

となった日が月の初日であるときは、その前日）の属する月から月割

をもって当該納税義務者の国民健康保険税の額から減額する。 

額を当該２項世帯主となった者を１項世帯主とみなして算定した当該

納税義務者に係る同項の額から控除した残額を、当該２項世帯主とな

った日（国民健康保険法第６条第１号から第８号までのいずれかに該

当することにより２項世帯主となった場合において、当該２項世帯主

となった日が月の初日であるときは、その前日）の属する月から月割

をもって当該納税義務者の国民健康保険税の額から減額する。 

５～８ （略） ５～８ （略） 

（特別徴収） （特別徴収） 

第１４条 （略） 第１６条 （略） 

（特別徴収義務者の指定等） （特別徴収義務者の指定等） 

第１５条 （略） 第１７条 （略） 

（特別徴収税額の納入の義務等） （特別徴収税額の納入の義務等） 

第１６条 （略） 第１８条 （略） 

（被保険者資格喪失等の場合の通知等） （被保険者資格喪失等の場合の通知等） 

第１７条 （略） 第１９条 （略） 

（既に特別徴収対象被保険者であった者に係る仮徴収） （既に特別徴収対象被保険者であった者に係る仮徴収） 

第１８条 （略） 第２０条 （略） 

（新たに特別徴収対象被保険者となった者に係る仮徴収） （新たに特別徴収対象被保険者となった者に係る仮徴収） 

第１９条 次の各号に掲げる者について、それぞれ当該各号に定める期

間において特別徴収対象年金給付が支払われる場合においては、その

支払に係る国民健康保険税額として、法第７１８条の８第２項に規定

する支払回数割保険税額の見込額（当該額によることが適当でないと

第２１条 次の各号に掲げる者について、それぞれ当該各号に定める期

間において特別徴収対象年金給付が支払われる場合においては、その

支払に係る国民健康保険税額として、法第７１８条の８第２項に規定

する支払回数割保険税額の見込額（当該額によることが適当でないと
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認められる特別な事情がある場合においては、所得の状況その他の事

情を勘案して市長が定める額とする。）を、特別徴収の方法によって

徴収するものとする。 

認められる特別な事情がある場合においては、所得の状況その他の事

情を勘案して市長が定める額とする。）を、特別徴収の方法によって

徴収するものとする。 

（１） 第１４条第２項に規定する特別徴収対象被保険者の国民健康

保険税について同項の規定による特別徴収の方法によって徴収が行

われなかった場合の当該特別徴収対象被保険者又は当該年度の初日

の属する年の前年の８月２日から１０月１日までの間に特別徴収対

象被保険者となった者 当該年度の初日から９月３０日までの間 

（１） 第１６条第２項に規定する特別徴収対象被保険者の国民健康

保険税について同項の規定による特別徴収の方法によって徴収が行

われなかった場合の当該特別徴収対象被保険者又は当該年度の初日

の属する年の前年の８月２日から１０月１日までの間に特別徴収対

象被保険者となった者 当該年度の初日から９月３０日までの間 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

（普通徴収税額への繰入） （普通徴収税額への繰入） 

第２０条 特別徴収対象被保険者が特別徴収対象年金給付の支払を受け

なくなったこと等により国民健康保険税を特別徴収の方法によって徴

収されないこととなった場合においては、特別徴収の方法によって徴

収されないこととなった額に相当する国民健康保険税額を、その特別

徴収の方法によって徴収されないこととなった日以後において到来す

る第１２条第１項の納期がある場合においてはそれぞれの納期におい

て、その日以後に到来する同項の納期がない場合においては直ちに、

普通徴収の方法によって徴収するものとする。 

第２２条 特別徴収対象被保険者が特別徴収対象年金給付の支払を受け

なくなったこと等により国民健康保険税を特別徴収の方法によって徴

収されないこととなった場合においては、特別徴収の方法によって徴

収されないこととなった額に相当する国民健康保険税額を、その特別

徴収の方法によって徴収されないこととなった日以後において到来す

る第１４条第１項の納期がある場合においてはそれぞれの納期におい

て、その日以後に到来する同項の納期がない場合においては直ちに、

普通徴収の方法によって徴収するものとする。 

２ （略） ２ （略） 

（徴収の特例） 

第２１条 国民健康保険税の所得割額の算定の基礎に用いる基礎控除後

の総所得金額等が確定しないため当該年度分の国民健康保険税額を確

定することができない場合においては、その確定する日までの間にお
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いて到来する納期において普通徴収の方法によって徴収すべき国民健

康保険税に限り、国民健康保険税の納税義務者について、その者の前

年度の国民健康保険税額を当該年度の納期の数で除して得た額をそれ

ぞれの納期に係る国民健康保険税として徴収する。 

２ 前項の規定によって国民健康保険税を賦課した場合において、当該

国民健康保険税額が当該年度分の国民健康保険税額に満たないことと

なるときは、当該年度分の国民健康保険税額が確定した日以後の納期

においてその不足税額を徴収し、既に徴収した国民健康保険税額が当

該年度分の国民健康保険税額を超えることとなるときは、法第１７条

又は法第１７条の２の規定の例によって、その過納額を還付し、又は

当該納税義務者の未納に係る徴収金に充当する。 

（徴収の特例に係る税額の修正の申出等） 

第２２条 前条第１項の規定によって国民健康保険税を賦課した場合に

おいて、当該年度分の国民健康保険税額が前年度の国民健康保険税額

の２分の１に相当する額に満たないことと認められる時は、同項の規

定によって国民健康保険税を徴収されることとなる者は、第２５条に

より別に定める納税通知書の交付を受けた日から３０日以内に市長に

前条第１項の規定によって徴収される国民健康保険税額の修正を申し

出ることができる。 

２ 前項の規定による修正の申出があった場合において当該申出につい

て相当の理由があると認められる時は、市長は当該年度分の国民健康

保険税額の見積額を基礎として、前条第１項の規定によって徴収する

国民健康保険税額を修正しなければならない。 
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（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に

対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項の基礎課税額から

ア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が５８万

円を超える場合には、５８万円）、同条第３項の後期高齢者支援金等

課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た

額が１９万円を超える場合には、１９万円）並びに同条第４項の介護

納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が１６万円を超える場合には、１６万円）の合算額とする。 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に

対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項の基礎課税額から

ア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が６１万

円を超える場合には、６１万円）、同条第３項の後期高齢者支援金等

課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た

額が１９万円を超える場合には、１９万円）並びに同条第４項の介護

納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が１６万円を超える場合には、１６万円）の合算額とする。 

（１） 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、３３万円を超えない世帯に係る納税義務者 

（１） 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、３３万円を超えない世帯に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について１４，

６３０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について１５，

６１０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １４，６３０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １４，６３０円 

（イ） 特定世帯 ７，３１５円 （イ） 特定世帯 ７，３１５円 

（ウ） 特定継続世帯 １０，９７３円 （ウ） 特定継続世帯 １０，９７３円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について４，０６０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について４，５５０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世 エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世
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帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ３，９９０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，０６０円 

（イ） 特定世帯 １，９９５円 （イ） 特定世帯 ２，０３０円 

（ウ） 特定継続世帯 ２，９９３円 （ウ） 特定継続世帯 ３，０４５円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて４，６９０円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて５，１８０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て３，１５０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て３，２９０円 

（２） 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、３３万円に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

２８万円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に

該当する者を除く。） 

（２） 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、３３万円に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

２８万円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に

該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につき１０，４

５０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につき１１，１

５０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １０，４５０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １０，４５０円 

（イ） 特定世帯 ５，２２５円 （イ） 特定世帯 ５，２２５円 

（ウ） 特定継続世帯 ７，８３８円 （ウ） 特定継続世帯 ７，８３８円 
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ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について２，９００円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について３，２５０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ２，８５０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ２，９００円 

（イ） 特定世帯 １，４２５円 （イ） 特定世帯 １，４５０円 

（ウ） 特定継続世帯 ２，１３８円 （ウ） 特定継続世帯 ２，１７５円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて３，３５０円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて３，７００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て２，２５０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て２，３５０円 

（３） 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、３３万円に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

５１万円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号

に該当する者を除く。） 

（３） 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、３３万円に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

５１万円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号

に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について４，１

８０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について４，４

６０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれに定める額 
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（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，１８０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，１８０円 

（イ） 特定世帯 ２，０９０円 （イ） 特定世帯 ２，０９０円 

（ウ） 特定継続世帯 ３，１３５円 （ウ） 特定継続世帯 ３，１３５円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について１，１６０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について１，３００円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １，１４０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １，１６０円 

（イ） 特定世帯 ５７０円 （イ） 特定世帯 ５８０円 

（ウ） 特定継続世帯 ８５５円 （ウ） 特定継続世帯 ８７０円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて１，３４０円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて１，４８０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て９００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て９４０円 

（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第２３条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯

に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例

対象被保険者等（法第７０３条の５の２第２項に規定する特例対象被

保険者等をいう。第２４条の２において同じ。）である場合における

第２４条 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に属

する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象

被保険者等（法第７０３条の５の２第２項に規定する特例対象被保険

者等をいう。第２６条    において同じ。）である場合における第３
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第３条及び前条の規定の適用については、第３条第１項中「規定する

総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額（第２３条の２に規定

する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合

においては、当該給与所得については、所得税法第２８条第２項の規

定によって計算した金額の１００分の３０に相当する金額によるもの

とする。次項において同じ。）」と、「同条第２項」とあるのは「法

第３１４条の２第２項」と、前条第１号中「総所得金額」とあるのは

「総所得金額（次条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給

与所得が含まれている場合においては、当該給与所得については、所

得税法第２８条第２項の規定によって計算した金額の１００分の３０

に相当する金額によるものとする。次号において同じ。）」とする。 

条及び前条の規定の適用については、第３条第１項中「規定する総所

得金額」とあるのは「規定する総所得金額（第２４条    に規定する

特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合にお

いては、当該給与所得については、所得税法第２８条第２項の規定に

よって計算した金額の１００分の３０に相当する金額によるものとす

る。次項において同じ。）」と、「同条第２項」とあるのは「法第３

１４条の２第２項」と、前条第１号中「総所得金額」とあるのは「総

所得金額（次条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所

得が含まれている場合においては、当該給与所得については、所得税

法第２８条第２項の規定によって計算した金額の１００分の３０に相

当する金額によるものとする。次号において同じ。）」とする。 

（国民健康保険税に関する申告） （国民健康保険税に関する申告） 

第２４条 （略） 第２５条 （略） 

（特例対象被保険者等に係る申告） （特例対象被保険者等に係る申告） 

第２４条の２ （略） 第２６条 （略） 

（国民健康保険税の減免） （国民健康保険税の減免） 

第２４条の３ （略） 第２７条 （略） 

（国民健康保険税の納税通知書） （国民健康保険税の納税通知書） 

第２５条 （略） 第２８条 （略） 

第２６条 この条例に定めるほか、国民健康保険税の賦課徴収について

は、市税条例                                    の定めるところ

による。 

第２９条 この条例に定めるほか、国民健康保険税の賦課徴収について

は、豊明市税条例（昭和４７年豊明市条例第４４号）の定めるところ

による。 
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附 則 附 則 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３３条の２第５項の配当所得等を有する場

合における第３条、第６条、第８条及び第２３条の規定の適用につい

ては、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る

配当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の

２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額」と、第２３条中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規定

する上場株式等に係る配当所得等の金額」とする。 

３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３３条の２第５項の配当所得等を有する場

合における第３条、第６条、第９条及び第２３条の規定の適用につい

ては、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る

配当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の

２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額」と、第２３条中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規定

する上場株式等に係る配当所得等の金額」とする。 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が、法附則第３４条第４項の譲渡所得を有する場合に

おける第３条、第６条、第８条及び第２３条の規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に規定する

長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第

１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項又

は第３６条の規定に該当する場合には、これらの規定の適用により同

４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が、法附則第３４条第４項の譲渡所得を有する場合に

おける第３条、第６条、第９条及び第２３条の規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に規定する

長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第

１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項又

は第３６条の規定に該当する場合には、これらの規定の適用により同
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法第３１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を

控除した金額。以下この項において「控除後の長期譲渡所得の金額」

という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「及び山林所

得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長

期譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３４条第４項に

規定する長期譲渡所得の金額」と、第２３条中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に規定す

る長期譲渡所得の金額」とする。 

法第３１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を

控除した金額。以下この項において「控除後の長期譲渡所得の金額」

という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「及び山林所

得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長

期譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３４条第４項に

規定する長期譲渡所得の金額」と、第２３条中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に規定す

る長期譲渡所得の金額」とする。 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３５条の２第５項の一般株式等に係る譲渡

所得等を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条の

規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２第５項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２第５項に

規定する一般株式等に係る譲渡所得の金額」と、第２３条中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の

２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３５条の２第５項の一般株式等に係る譲渡

所得等を有する場合における第３条、第６条、第９条及び第２３条の

規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２第５項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２第５項に

規定する一般株式等に係る譲渡所得の金額」と、第２３条中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の

２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定 ７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定
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同一世帯所属者が法附則第３５条の２の２第５項の上場株式等に係る

譲渡所得等を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３

条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２の２第５項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」と

あるのは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２

の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第２

３条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等

の金額」とする。 

同一世帯所属者が法附則第３５条の２の２第５項の上場株式等に係る

譲渡所得等を有する場合における第３条、第６条、第９条及び第２３

条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２の２第５項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」と

あるのは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２

の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第２

３条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等

の金額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３５条の４第４項の事業所得、譲渡所得又

は雑所得を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条

の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同項第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の４第４項に

規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、第２３条中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の４

第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３５条の４第４項の事業所得、譲渡所得又

は雑所得を有する場合における第３条、第６条、第９条及び第２３条

の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同項第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の４第４項に

規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、第２３条中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の４

第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 
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（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特

例） 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特

例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３３条の３第５項の事業所得又は雑所得を

有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条の規定の適

用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得並びに法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る

事業所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の

２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に

係る事業所得等の金額」と、第２３条中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の３第５項に規定する

土地等に係る事業所得等の金額」とする。 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３３条の３第５項の事業所得又は雑所得を

有する場合における第３条、第６条、第９条及び第２３条の規定の適

用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得並びに法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る

事業所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の

２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に

係る事業所得等の金額」と、第２３条中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の３第５項に規定する

土地等に係る事業所得等の金額」とする。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得

税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第

２項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定する特例

適用利子等又は同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等に係る

利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合に

おける第３条、第６条、第８条及び第２３条の規定の適用について

は、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とある

のは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義によ

１０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得

税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第

２項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定する特例

適用利子等又は同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等に係る

利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合に

おける第３条、第６条、第９条及び第２３条の規定の適用について

は、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とある

のは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義によ
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る所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第

８条第２項（同法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用す

る場合を含む。）に規定する特例適用利子等の額（以下この条及び第

２３条において「特例適用利子等の額」という。）の合計額から法第

３１４条の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは

「山林所得金額並びに特例適用利子等の額の合計額（」と、同条第２

項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特

例適用利子等の額」と、第２３条中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに特例適用利子等の額」とする。 

る所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第

８条第２項（同法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用す

る場合を含む。）に規定する特例適用利子等の額（以下この条及び第

２３条において「特例適用利子等の額」という。）の合計額から法第

３１４条の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは

「山林所得金額並びに特例適用利子等の額の合計額（」と、同条第２

項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特

例適用利子等の額」と、第２３条中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに特例適用利子等の額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得

税等の非課税等に関する法律第８条第４項に規定する特例適用配当

等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等又は同法第１６条

第３項に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所

得を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条の規定

の適用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条

第２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対す

る相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項（同

法第１２条第６項及び第１６条第３項において準用する場合を含

む。）に規定する特例適用配当等の額（以下この条及び第２３条にお

いて「特例適用配当等の額」という。）の合計額から法第３１４条の

２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得

税等の非課税等に関する法律第８条第４項に規定する特例適用配当

等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等又は同法第１６条

第３項に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所

得を有する場合における第３条、第６条、第９条及び第２３条の規定

の適用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条

第２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対す

る相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項（同

法第１２条第６項及び第１６条第３項において準用する場合を含

む。）に規定する特例適用配当等の額（以下この条及び第２３条にお

いて「特例適用配当等の額」という。）の合計額から法第３１４条の

２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金
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額並びに特例適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用配当等

の額」と、第２３条中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並

びに特例適用配当等の額」とする。 

額並びに特例適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用配当等

の額」と、第２３条中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並

びに特例適用配当等の額」とする。 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） （条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び

地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租

税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第１０項に規定する

条約適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び

雑所得を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条の

規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額

から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の

実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」とい

う。）第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額の合計

額から法第３１４条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額

（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３

条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額の合計額（」と、

同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は租税条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定する条約

適用利子等の額」と、第２３条中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第１

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び

地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租

税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第１０項に規定する

条約適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び

雑所得を有する場合における第３条、第６条、第９条及び第２３条の

規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額

から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の

実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」とい

う。）第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額の合計

額から法第３１４条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額

（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３

条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額の合計額（」と、

同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は租税条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定する条約

適用利子等の額」と、第２３条中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第１
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０項に規定する条約適用利子等の額」とする。 ０項に規定する条約適用利子等の額」とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） （条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に

規定する条約適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有す

る場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条の規定の適用に

ついては、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所

得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法

律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の

２第１２項に規定する条約適用配当等の額の合計額から法第３１４条

の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に

規定する条約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施

特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等の額」と、

第２３条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用

配当等の額」とする。 

１３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に

規定する条約適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有す

る場合における第３条、第６条、第９条及び第２３条の規定の適用に

ついては、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所

得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法

律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の

２第１２項に規定する条約適用配当等の額の合計額から法第３１４条

の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に

規定する条約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施

特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等の額」と、

第２３条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用

配当等の額」とする。 

 



議案第１９号参考資料 

1/1 

豊明市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年豊明市条例第９号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（償還等） （償還等） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 償還免除、一時償還、違約金及び償還金の支払猶予については、法

第１３条第１項、令第８条から第１１条まで                       

               の規定によるものとする。 

３ 償還金の支払猶予、償還免除、報告等、一時償還及び違約金につい

ては、法第１３条、第１４条第１項及び第１６条並びに令第８条、第

９条及び第１２条の規定によるものとする。 

 



議案第２０号参考資料 

1/1 

豊明市保育所保育の実施条例（昭和６２年豊明市条例第２号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４

条第１項、第５項及び第６項の規定に基づき、豊明市内に設置される

保育所（以下「保育所」という。）の保育の実施に関し、必要な事項

を定めるものとする。 

第１条 この条例は、豊明市立保育所（豊明市立保育所設置条例（昭和

４９年豊明市条例第１１号）第２条に定める保育所をいう。以下「保

育所」という。）における     保育の実施に関し、必要な事項

を定めるものとする。 

（保育料） （保育料） 

第３条 市長は、前条の規定により入所した児童の保護者から、児童福祉

法第５６条第２項の規定に基づき、保育料を徴収する。ただし、３歳以

上児（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。以下

「政令」という。）第４条第１項第２号に規定する満３歳以上保育認定

子どもをいう。）については、この限りでない。 

第３条 市長は、入所する児童の保護者から、別表に定める額を、保育料

として                 徴収する。ただし、３歳以

上児（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。以下

「政令」という。）第４条第１項第２号に規定する満３歳以上保育認定

子どもをいう。）については、この限りでない。 

２ 前項の規定による保育料は、別表に定める額とする。 ２ 前項の場合において、豊明市に居住地を有しない入所児童について

は、居住地の市町村が定める額を徴収するものとする。ただし、当該居

住地の市町村が保育料を徴収する場合については、この限りでない。 
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